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第１ 請求の受付 

 

 １ 請求人 

  ⑴ 住所 千葉県〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇  

  ⑵ 氏名 〇〇〇〇〇  

 

 ２ 請求の提出日 

   平成２９年３月２４日  

 

 ３ 請求の内容 

  ⑴ 主張事実  

   ア 請求の対象職員  

     千葉県後期高齢者医療広域連合長  

     平成２８年（行ウ）第２４号行政処分差止請求事件（以下「当

該訴訟」という。）の被告指定代理人（職員Ａ、職員Ｂ、職員Ｃ、

職員Ｄ、職員Ｅ、職員Ｆ及び職員Ｇ）  

   イ 財務会計行為  

当該訴訟に係る事務を遂行するために訴訟代理人弁護士を選

任等するための費用（以下「弁護士費用」という。）、訴訟費用及

び当該訴訟において被告指定代理人が千葉地方裁判所で当該訴

訟を傍聴するために要した出張旅費（以下「出張旅費」という。）

の支出  

   ウ 行為の違法の理由  

     当該訴訟は、高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成  

１９年政令第３１８号）第７条の規定により高齢者の医療の確保

に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第６７条第１項に規定

する一部負担金の割合を算定する際に、高齢者の医療の確保に関

する法律施行規則（平成１９年厚生労働省令第１２９号）第３１

条に規定する収入の額を用いることは、違憲であり不当であると

原告は主張し、同人に係る当該一部負担金の割合の算定方法に係

る処分の差止めを求めたものです。  

原告の主張が認められたならば、千葉県後期高齢者医療広域連

合（以下「広域連合」という。）は年間１００万円を超える行政
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コストの削減及び被保険者からの苦情の低減が見込まれるとと

もに、原告の主張が認められなかった場合は、基準収入額（高齢

者の医療の確保に関する法律施行令第７条第３項第１号及び第

２号に規定する収入の額をいう。）は合憲であるという判例がで

きるため、後期高齢者医療制度の今後の発展に寄与するものとな

ったはずですが、千葉県後期高齢者医療広域連合長（以下「広域

連合長」という。）及び被告指定代理人は、訴訟を遂行するに当

たって、訴訟代理人弁護士を選任し、当該訴訟における訴えの却

下を求めています。  

これは、被告である広域連合及び後期高齢者医療制度の被保険

者にとって最も利益のない主張であるとともに、職員は、全体の

奉仕者として公共の利益のために勤務することとしている地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３０条に違反する行為

といえます。  

   エ 広域連合に生じた損害  

     弁護士費用、訴訟費用及び出張旅費の無用の支出が生じたもの

です。  

  ⑵ 措置請求  

弁護士費用、訴訟費用及び出張旅費を対象職員である広域連合長

及び当該訴訟の被告指定代理人から広域連合に返還させるようと

の措置を求めるものです。  

 

 ４ 請求の要件審査 

   本件請求は、請求人から平成２９年３月２３日付けで郵送により千

葉県後期高齢者医療広域連合職員措置請求書が提出されたことによ

り、行われたものです（広域連合が同請求書を収受したのは、同月  

２４日）。  

   平成２９年３月２７日に監査委員は、合議により千葉県後期高齢者

医療広域連合職員措置請求書の一部に補正を求めることを決定し、同

年４月４日付けで請求人に対し、補正を求めました。  

   監査委員は、請求人から千葉県後期高齢者医療広域連合職員措置請

求書の一部を修正した書類を再度、郵送により提出（広域連合が再度

提出された同請求書を収受したのは、平成２９年４月１３日）を受け
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ました。  

   監査委員は、平成２９年４月２５日に合議により、請求人が再度、

提出した千葉県後期高齢者医療広域連合職員措置請求書を補正書と

して受理することを決定しました。  

また、当該補正書を受理した日は、同補正書を収受した平成２９年

４月１３日とし、本件請求の補正に要した期間については、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定により準用する同法

第２４２条第５項（この後、地方自治法第２９２条の規定の引用が特

に必要とされる場合を除き、同条の規定の引用を省略します。）に規定

する６０日から除外とすることとし、その旨を請求人に通知しました。 

   これにより、本件請求は、地方自治法第２４２条所定の要件を備え

ているものと認められることから、監査を実施しました。  
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第２ 監査の実施  

 

１ 監査対象事項 

   弁護士費用、訴訟費用及び出張旅費の支出が違法な公金の支出か否

かを監査対象としました。 

 

 ２ 監査対象部局  

   千葉県後期高齢者医療広域連合事務局を対象としました。 

 

 ３ 証拠の提出及び陳述等  

   地方自治法第２４２条第６項の規定に基づき、請求人に対して平成

２９年５月１７日に、新たな証拠の提出及び陳述の機会を設けました。 

   請求人は、陳述において本件請求の趣旨を補足し、監査委員に対し

新たな証拠の提出はありませんでした。 

   また、関係職員については、平成２９年５月２５日に陳述を行い、

同日に出席できなかった者からは、意見陳述書の提出がありました。 
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第３ 監査の結果  

 

１ 事実関係の確認 

  本件請求は、当該訴訟が前提となっています。当該訴訟の概要につ

いては、次のとおりです。 

  ⑴ 原告の請求内容について 

    当該訴訟は、高齢者の医療の確保に関する法律施行令及び高齢者

の医療の確保に関する法律施行規則に基づく療養の給付の際の一

部負担金の算定方法が憲法第１４条に違反するため、原告は将来後

期高齢者医療制度の被保険者となった際に重大な損害等を受ける

として保険医療機関等で療養の給付を受ける際に支払う一部負担

金の割合の判定のために用いる所得の額の算定に係る処分の差止

めを求めたものです。 

  ⑵ 被告の主張について 

本案前の答弁として当該訴訟の訴えを却下するとの判決を求 

め、請求の趣旨に対する答弁として原告の請求を棄却するとの判決

を求める答弁をし、差止要件を欠くことなどにつき主張しました。 

  ⑶ 第１審の経過について 

ア 訴状の送達 平成２８年９月５日付け（広域連合収

受日：同月６日） 

イ 答弁書の提出（被告） 平成２８年９月２７日付け 

ウ 第１回口頭弁論期日 平成２８年１０月４日午前１０時 

エ 準備書面⑴の提出（原

告） 

平成２８年１０月２４日付け 

オ 準備書面⑴、⑵及び証

拠書類の提出（被告） 

平成２８年１１月２４日付け 

カ 弁論準備 平成２８年１２月２日午前１１時 

キ 準備書面⑵の提出（原

告） 

平成２８年１２月１５日付け 

ク 準備書面⑶の提出（被

告） 

平成２９年１月１２日付け 

ケ 第２回口頭弁論期日 平成２９年１月２０日午前１０時 

コ  訴え変更申立書（原 平成２９年２月１４日付け 
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告） 

サ 取下書の提出（原告） 平成２９年２月２４日付け 

シ  取下げの同意書の提

出（被告） 

平成２９年２月２８日付け 

 

２ 監査対象部局の説明 

   平成２９年５月２５日に行った監査対象部局の職員の陳述等の内

容は、おおむね次のとおりです。 

  ⑴ 陳述等の内容 

   ア 弁護士費用について 

(ｱ) 当該訴訟に係る訴訟委任契約（以下「訴訟委任契約」という。）

の概要 

       広域連合は、平成２８年９月５日付けで当該訴訟に係る訴状

の送達を受けました。広域連合長は、当該訴訟に応訴するため、

同月１３日付けで当該訴訟に関する訴訟行為及び民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第５５条第２項に掲げる権限を委

任すべく、訴訟代理人弁護士を選任しました。これにより、訴

訟代理人弁護士と広域連合長は、同日付けで地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第２号の規

定により訴訟委任契約を随意契約の方法により締結しました。 

    (ｲ) 訴訟代理人弁護士の選任理由について 

       当該訴訟において選任した訴訟代理人弁護士は、過去に広域

連合に対して提起された訴訟において、その当時の広域連合長

から訴訟代理人弁護士として選任されています。この訴訟代理

人弁護士のように「後期高齢者医療制度の内容」に精通し、行

政庁の内情に明るく、当該訴訟に対応可能な弁護士は、広域連

合の事務局のある千葉市近隣で見出すことが出来なかったこ

とから、この者を訴訟代理人弁護士として選任することとしま

した。 

    (ｳ) 弁護士費用の支出のために予備費を充用したことについて 

      弁護士費用を支出するために、広域連合は、予備費を充用し

ています。予備費は、予算に計上されず、予見できない、支出

不可避なものに充てるために、歳入歳出予算に計上されている
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経費とされています（地方自治法第２１７条第１項）。当該訴

訟が提起されることは予見できなかったことから、平成２８年

度予算に弁護士費用を計上していませんでした。 

      本来は、予備費ではなく、補正予算で対応するのが通常です

が、議会を招集して予算を補正するまでの期間がなかったこと

に加え、訴訟代理人弁護士を選任するための費用を支出しなけ

れば、当該訴訟に敗訴する可能性があることから支出が不可避

でした。 

したがって、予備費を充用したことは、地方自治法の規定に

違反するとはいえません。 

    (ｴ) 弁護士費用の支出状況について 

       訴訟委任契約により訴訟代理人弁護士に対して、訴訟委任契

約第２条第１項の規定に基づき報酬の当初分（着手金）とし

て 、 地 方 自 治 法 施 行 令 第 １ ６ ３ 条 第 ３ 号 の 規 定 に よ り   

３２４，０００円を前金払の方法により平成２８年９月２３

日に支払いました。 

そして当該訴訟の終了時の報酬については、「委任事件の全

部が完結した後、甲（広域連合）、乙（訴訟代理人弁護士）協

議するもの」（訴訟委任契約第２条第３項）とし、その報酬の

額（報酬金）は、「第１項の報酬額を限度とし、甲は乙からの

請求に基づき支払うものとする。」（同条第４項）と定められて

います。 

以上の条項に基づき、当該訴訟の原告から平成２９年２月 

２４日付けで訴えの取下書が提出されて当該訴訟が完結した

後に、訴訟代理人弁護士から広域連合長に対し同年３月９日付

けで請求書が提出され、同項の規定により報酬の額（報酬金）

として、３２４，０００円を同月１５日に支払いました。 

    (ｵ) 訴訟委任契約において支出した金額の妥当性について 

       いわゆる着手金及び報酬金をはじめとした弁護士報酬につ

いては、弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）の改正を受け、

平成１６年４月１日から各弁護士が弁護士報酬に関する規程

に報酬額を定めることとなりました。訴訟代理人弁護士の事務

所においても弁護士報酬に関する規程を定めており、同規程に
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基づき、当該訴訟の内容を勘案して着手金の額及び報酬金の基

準を定め、広域連合と訴訟代理人弁護士との協議により報酬金

の額を決定しています。当該規程に基づき算出された弁護士費

用の額については、適正であるといえます。 

    (ｶ) 訴訟委任契約の手続及び支出手続について 

      訴訟委任契約の手続及び支出手続については、地方自治法、

地方自治法施行令及び千葉県後期高齢者医療広域連合財務規

則（平成１９年千葉県後期高齢者医療広域連合規則第６号。以

下「財務規則」という。）の規定に基づき事務手続を行ってお

り、適正に処理しているといえます。 

    (ｷ) 小括 

      以上のとおり弁護士費用として合計６４８，０００円の支出

がありますが、違法又は不当な手続は行われていません。 

   イ 訴訟費用の支出について 

     弁護士費用については前述のとおり、出張旅費については後述

のとおりです（訴訟費用が示す内容については、後述します。）。 

   ウ 出張旅費について 

    (ｱ) 旅費について 

      広域連合では、地方自治法第２０４条第３項の規定の委任を

受けて、千葉県後期高齢者医療広域連合職員等の旅費に関する

条例（平成１９年千葉県後期高齢者医療広域連合条例第９号。

以下「旅費条例」という。）が定められています。また、旅費

条例の実施に関し必要な事項は、千葉県後期高齢者医療広域連

合職員等の旅費に関する条例施行規則（平成１９年千葉県後期

高齢者医療広域連合規則第５号。以下「旅費規則」という。）

と旅費規則に定めるもののほか、職員の旅費に関して必要な事

項については、「旅費の支給に関する基準について」に定めら

れており、これらの規程等に基づき、広域連合の職員に対して

旅費を支給しています。  

    (ｲ) 出張旅費の支出状況について  

      当該訴訟において、広域連合長は、地方自治法第１５３条第

１項の規定により、被告指定代理人として、請求人から提出さ

れた千葉県後期高齢者医療広域連合職員措置請求書中「１ 請



- 9 - 
 

求の趣旨」「⑴ 請求の対象となる職員」に記載されている７

名を選任しています。  

被告指定代理人として選任された者のうち、職員Ａ、職員Ｂ、

職員Ｃ、職員Ｅ、職員Ｆ及び職員Ｇの６名（以下「職員Ａほか

５名」という。）が口頭弁論等の内容を傍聴するために千葉地方

裁判所に出張し、これらの者に対し、出張に要した費用を弁償

するため、合計３回（①４，４８９円、②４，７７４円、③４，

５８４円（職員Ａほか５名に支給した出張旅費の合計額を示し

ます。））出張旅費を支出しています。  

    (ｳ) 出張旅費の支出の妥当性について 

旅費条例第７条により、「旅費は、経済的かつ合理的な通常の

経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算する。」と規

定されており、金額的に最も安価な経路を選定し、当該経路に

要する費用を旅費として職員に支給していることから、不当に

高い金額を支出しているとはいえません。  

また、職員Ａほか５名は、当該訴訟を傍聴し、口頭弁論等の

後に訴訟代理人弁護士と今後の訴訟の方向性を協議するため、

出張しているにすぎず、支出は、妥当であるといえます。  

    (ｴ) 出張旅費に係る支出手続について  

いずれの支出も、旅費条例及び旅費規則並びに財務規則の規

定等に基づき事務手続を行っており、適正に処理しているとい

えます。 

    (ｵ) 小括 

      以上のとおり出張旅費として合計１３，８４７円の支出があ

りますが、違法又は不当な手続は行われていません。  

  ⑵ 弁護士費用の支出に関する経過について  

ア 平成２８年９月１３  

 日  

(ｱ) 予備費を充用する（決裁権者 事

務局長）。 

(ｲ) 訴訟代理人弁護士を選任する（決

裁権者 広域連合長）。 

(ｳ) 訴訟代理人弁護士と訴訟委任契

約を締結する（決裁権者 局次長）。 

(ｴ) 訴訟委任契約に基づき弁護士費
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用（着手金）の支出負担行為及び支

出命令を行う（決裁権者 局次長）。 

イ 平成２８年９月２３ 

 日 

弁護士費用（着手金）として、３２４，

０００円を支出する。  

ウ 平成２９年２月２４

日付け 

当該訴訟の原告から千葉地方裁判所に

取下書が提出される。  

エ 平成２９年２月２８

日付け 

上記取下書に同意する旨の同意書を訴

訟代理人弁護士が千葉地方裁判所に提

出する。  

オ 平成２９年３月９日 (ｱ) 訴訟委任契約第２条第４項の規

定に基づき訴訟代理人弁護士から弁

護士費用（報酬金）の請求書が提出

される。 

(ｲ) 訴訟委任契約に基づき弁護士費

用（報酬金）の支出負担行為及び支

出命令を行う（決裁権者 局次長）。 

カ  平成２９年３月１５

日 

弁護士費用（報酬金）として、３２４，

０００円を支出する。 

 

  ⑶ 出張旅費の支出に関する経過について  

ア 平成２８年１１月１

日付け  

職員Ａほか５名から平成２８年１０月

４日に出張旅費の請求書が提出され

る。  

イ  平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 

２４日 

平成２８年１０月分の支出負担行為及

び支出命令を行う（決裁権者  局次

長）。  

ウ  平 成 ２ ８ 年 １ １ 月 

３０日 

平成２８年１０月分の旅費（４，４８

９円）を支出する。  

エ 平成２９年１月４日

付け  

職員Ａほか５名から平成２８年１２月

２日に出張旅費の請求書が提出され

る。  

オ 平成２９年１月２０ 

 日 

平成２８年１２月分の支出負担行為及

び支出命令を行う（決裁権者 総務課
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長）。  

カ 平成２９年１月３１

日 

平成２８年１２月分の旅費（４，７７

４円）を支出する。  

キ 平成２９年２月１日

付け  

職員Ａほか５名から平成２９年１月  

２０日に出張旅費の請求書が提出され

る。  

ク 平成２９年２月２０ 

 日 

平成２９年１月分の支出負担行為及び

支出命令を行う（決裁権者  総務課

長）。  

ケ 平成２９年２月２８

日 

平成２９年１月分の旅費（４，５８４

円を支出する。  

 

３ 判 断  

   本件請求において請求人は、弁護士費用、訴訟費用及び出張旅費の

支出が違法であるとして、その費用の返還を求めるものと解されます。 

   このことについて、前記事実関係の確認及び監査対象部局の説明等

並びに関係資料等の調査に基づき、次のように判断します。  

⑴ 地方公務員法第３０条違反の主張について  

請求人は、弁護士費用等が無用の支出に当たる根拠として、当該

訴訟において被告が訴えの却下を求めたことが地方公務員法第 

３０条に違反することをあげているため、まず同条違反が認められ

るかについて検討します。  

地方公務員法第３０条は、「すべて職員は、全体の奉仕者として

公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を

挙げてこれに専念しなければならない。」と定め、職員が全体の奉

仕者として公共の利益のために勤務すべきこと及び職務専念義務

について規定するものです。  

当該訴訟は、原告が行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）

の定める「差止めの訴え」（同法第３条第７項）を提起したもので

あるところ、その訴えを適法に提起するためには同法第３７条の４

に規定する訴訟要件を充足することが必要とされています。  

当該訴訟の訴えの却下の主張は、処分性、訴えの利益及び処分の

蓋然性が欠如することについて、その根拠を具体的かつ合理的に示
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しながら指摘したものと認められます。  

また原告側には反論の機会も与えられており、最終的には裁判所

がその適法性の判断を行うことになるものです。  

以上からすれば、上述のように当該訴訟の訴えの却下の主張をし

たことをもって地方公務員法第３０条の定める義務に違反するも

のと認めることはできません。  

したがって、地方公務員法第３０条違反を理由として、本件の各

支出が違法又は不当とは認められません。  

⑵ 弁護士費用について  

 ア 弁護士費用の支出について  

   弁護士費用については、地方自治法、地方自治法施行令及び財

務規則の規定に基づき行われる財務会計行為を前提として、千葉

県後期高齢者医療広域連合事務決裁規程（平成１９年千葉県後期

高齢者医療広域連合訓令第１号。以下「決裁規程」という。）及び

財務規則の規定に基づき、予備費の充用にあっては事務局長が、

訴訟委任契約及び訴訟委任契約に基づく支出負担行為及び支出命

令にあっては局次長が専決を行ったものです。  

この支出が上記の他の観点から違法又は不当と認められるかに

ついて検討します。 

   イ 弁護士費用の内容及び手続について  

     関係資料等によれば、広域連合長は、当該訴訟に応訴するため

に、訴訟について専門的知見を有する弁護士と訴訟委任契約を締

結し訴訟行為に関する権限を委任したものと認められます。  

そのうえで、前記の監査対象部局の主張のとおり、訴訟代理人

弁護士に対しては、訴訟委任契約に基づき、報酬の当初分（着手

金）として３２４，０００円（訴訟委任契約第２条第１項）、当

該訴訟の終了時の報酬として、３２４，０００円（同条第３項及

び第４項）の合計６４８，０００円が支払われています。 

以上については、財務規則の規定により適正な手続を行ってい

るものと認められます。  

  ⑶ 訴訟費用について 

    請求人の陳述によれば、ここでいう訴訟費用とは、弁護士費用及

び出張旅費をさす趣旨であるとのことですが、弁護士費用について
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は前述し、出張旅費については後述することとし、その余の支出に

ついても関係資料等の確認を行いましたが、当該訴訟に係る費用と

して違法又は不当な支出がなされたものとは認められません。 

⑷ 出張旅費について  

旅費は、旅行命令（職員の職位に応じて、決裁規程により、局次

長又は各課長が権限を有しています。）を前提として、支出が行わ

れます。  

よって、以下、本件旅行命令のその内容又は手続に違法又は不当

な点があるか、出張旅費の支出に違法又は不当な点があるかについ

て順に検討します。  

ア 旅行命令について   

(ｱ) 本件旅行命令の内容について   

旅行命令の適否については、最判平成１７年３月１０日（判

例時報１８９４号３頁）によると、「普通地方公共団体の長は，

当該普通地方公共団体の公務を遂行するために合理的な必要

性がある場合には，その裁量により，補助機関である職員に対

して旅行命令を発することができるが，上記裁量権の行使に逸

脱又は濫用があるときは，当該旅行命令は違法となるというべ

きである。このことは，旅行命令が普通地方公共団体の長から

委任を受けるなどしてその権限を有するに至った職員により

発せられる場合にも，同様に当てはまるものと解される。」と

されています。  

被告指定代理人に対して行われた旅行命令について裁量権

の行使に逸脱又は濫用があると認められる場合には、本件につ

いても当該旅行命令が違法であると解されます。  

しかしながら、本件は、広域連合を被告として提起された訴

訟に対応するために、地方自治法第１５３条第１項に基づき委

任を受けた被告指定代理人が、当該訴訟の期日に臨むために支

出されたものであるから、まさに公務を遂行するために合理的

な必要性があったものと認められるため、裁量権の行使に逸脱

又は濫用があると認めるべき事情はありません。  

(ｲ) 本件旅行命令の手続等について   

広域連合における旅行命令については、旅費条例第４条第１
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項において、「旅行は、任命権者若しくはその委任を受けた者

又は旅行依頼を行う者の発する旅行命令等によって行わなけ

ればならない。」とされています。  

そして、旅行命令は、「電信、電話、郵便等の通信による連

絡手段によっては公務の円滑な遂行を図ることができない場

合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合に限り」発す

ることができるとされるほか（旅費条例第４条第２項）、「旅行

命令簿又は旅行依頼簿（以下「旅行命令簿等」という。）に当

該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行

わなければならない」（同条第４項）ものとされています。  

関係資料等によれば、本件においては、被告指定代理人が当

該訴訟の具体的な進行状況を把握したうえで的確に対応する

ためには期日に立ち会う必要性があったことを否定できず、ま

た予算上その支出は可能であったものと認められます。  

また、当該訴訟に係る全ての旅行については、旅行命令簿等

に記載し、旅行命令が行われています。  

以上からすれば、当該訴訟に関する旅行命令は、旅費条例に

基づいて適正に行われたものと認められます。  

    (ｳ) 小括  

以上のとおり、本件旅行命令については、その内容及び手続

のいずれの点からみても、違法又は不当と認めるべき事情は認

められません。  

イ 出張旅費の支出について   

出張旅費の支出については、旅費規則、決裁規程及び財務規 

則の規定に基づき、平成２８年１０月分にあっては局次長が、

同年１２月分及び平成２９年１月分にあっては総務課長が財務

会計行為である支出負担行為及び支出命令の専決を行ったもの

です。  

この支出が規定違反等の違法又は不当となるべき事情がない

か検討します。  

旅費規則第７条において、旅費の支給を受けようとする者は、

「所定の請求書に必要な書類を添えて、これを当該旅費の支出

又は支払をする者に提出しなければならない。」とされています。 
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関係書類等を確認したところ、同条の求める書類が提出され

たことが認められます。  

以上のとおり、出張旅費の支出は、旅費規則第７条に基づい

てなされており、その他に、出張旅費の支出について規定違反

等の違法又は不当となるべき事情は認められません。  

       よって、出張旅費の支出については、違法又は不当な支出と

は認められません。  

    ウ 小括  

      したがって、出張旅費について、違法又は不当な点は認めら

れません。  

   ⑸ まとめ  

     以上のとおり弁護士費用、訴訟費用及び出張旅費の支出につい

ては、法令等の規定により適正に手続が行われ、権限ある者によ

る決裁を経た後にこれらの費用が支払われていることから、内部

処理として違法又は不当な点があるとはいえません。  

 

４ 結 論  

請求人の「弁護士費用、訴訟費用及び出張旅費の支出について違法

であり、対象職員から広域連合への返還を求める」とする主張は、理

由がないものと判断します。 

以上  

 

 

 


